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１２ これまでの取組の評価・検証 

本市における第５次計画に定めた平成 29（2017）年度目標値の達成状況及び施策の実

施状況については、以下のとおりです。［表 2-2-12］ 

（１）平成 29（2017）年度目標値の達成状況 

 

表 2-2-12：平成 29（2017）年度目標値の達成状況 

項目 指標 
平成 29 年度目標値 

評価 
平成 29 年度実績値 

計画目標 

ごみ排出

量（生活

系ごみ＋

事業ごみ

＋集団資

源回収） 

ごみ排出量 

平成29年度目標値：38,336ｔ 

○ 平成29年度実績値：37,620ｔ 

（平成29年度目標値を達成し、さらに716ｔ（約2％）下回っている。） 

リサイクル率 

平成29年度目標値：30.9％ 

△ 平成29年度実績値：27.3％ 

（平成 29 年度目標値に対して 3.6 ポイント下回っている。）なお、残

渣類のリサイクル量も含めた再生利用率は34.3％となっている。 

生活系 

ごみ 

生活系ごみ排出

量 

平成29年度目標値：29,818ｔ 

○ 平成29年度実績値：29,077ｔ 

平成29年度目標値を達成し、さらに741ｔ（約2％）下回っている。 

人口 
平成29年度目標値：132,600人（目標値は設定されていません。） 

－ 
平成29年度実績値：138,442人（平成30年1月1日現在） 

1人1日当たり

のごみ排出量 

平成29年度目標値：597g/人・日 

○ 平成29年度実績値：574g/人・日 

（平成29年度目標値を達成し、さらに17 g/人・日（約3％）下回っ

ている。） 

事業ごみ 事業ごみ排出量 

平成29年度目標値：5,967ｔ 

△ 平成29年度実績値：6,804ｔ 

（平成29年度目標値を837ｔ（約12％）上回っている。） 

集団資源

回収 
集団資源回収量 

平成29年度目標値：2,551ｔ 

△ 平成29年度実績値：1,739ｔ 

（平成29年度目標値を812ｔ（約32％）下回っている。） 

出典：本市の清掃事業概要   

評価の凡例：○平成 29 年度の計画どおりに実施できた指標 

△平成 29 年度の計画の一部が実施できなかった指標 

×平成 29 年度の計画が実施できなかった指標 
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（２）基本施策の実施状況  

第５次計画で定めた各種施策の平成 29（2017）年度までの実施状況は、以下のとお

りです。［表 2-2-13］～［表 2-2-19］ 

 

表 2-2-13：施策の実施状況の確認 

項 目 細 目 
施策の概要 

評価 
主な実施状況 

排出抑制計画（リデュース・リユース） 

生活系 

ごみ 

環境教育の

充実 

・環境学習の機会の提供 

・ごみの減量、分別に対する意識の向上 
○ 

・3Ｒ推進団体協働事業を開催。参加者：23 人 

・クリーンセンター見学会を開催。見学者数：1,159 人 

市民への意

識啓発 

・リサイクルプラザ◇における情報提供 

・定期的な情報誌の発行 

・各種教室、講座、イベントの実施 

・広報紙、ホームページにおけるごみの減量意識啓発のための情報提供 

○ 
・ごみ処理に関する情報を市ホームページに掲載。 

・ごみ処理に関する情報を広報あさかに記事を掲載。 

・啓発用のパンフレットを発行。 

・リサイクルプラザ企画運営協議会◇と協働で各種講座等を開催。 

 延べ講座数：35 回、延べ参加者数：569 人 

・ごみ分別アプリを導入している、自治体の利用状況効果の確認。 

啓発イベン

トの実施 

・ 

・ 

6 月の環境月間◇におけるイベントの実施 

10 月の 3Ｒ推進月間◇におけるイベントの実施 
○ 

・店頭啓発事業を実施。 

 場所：5 月実施 マルエツ溝沼店、10 月実施 コモディイイダ 朝霞仲町店 

生ごみ減量

化の推進 

・ 

・ 

水切りの推進 

食品ロスへの取り組み推進 

○ 

・広報あさか 8 月号、ホームページで「食品ロス」の記事を掲載。 

・エコネットへ生ごみの水切りの記事を掲載。 

・店頭啓発活動において啓発物（水切りネット）を配布。 

・6 月の環境月間事業で、市役所、朝霞台出張所、朝霞駅前出張所、リサイ 

クルプラザで水切ネットを配布。 

・リサイクルプラザで、食品ロスになる食品の回収及び配布。 

再使用・再

生利用の促

進 

・ 

・ 

 

不用品の再使用、再生利用の促進 

リサイクルプラザにおける再生販売事業及びリサイクルショップ事業
◇の推進 

○ 

・広報、ホームページにおいてプラスチック資源ごみのごみ分別の 

啓発を行った。 

・リサイクルプラザにおいて、家具類の再生販売と、不用となった生活 

用品等をリサイクルショップで預かり、必要な方に販売。 

①〔家具類〕展示件数 634 件、申込件数 2,400 件、販売件数 561 

件、販売金額 1,122,100 円 

評価の凡例：○平成 29 年度の計画どおりに実施できた指標 

△平成 29 年度の計画の一部が実施できなかった指標 

×平成 29 年度の計画が実施できなかった指標 
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表 2-2-14：施策の実施状況の確認 

項 目 細 目 
施策の概要 

評価 
主な実施状況 

排出抑制計画（リデュース・リユース） 

生活系 

ごみ 

店頭・販売

店回収の促

進 

・ 国や関係機関などに対して要望 

○ 

・EPR（生産者責任）法の制定について社団法人全国都市清掃会議 

（以下「全都清」という。）を通じて国や関係機関などに要望を行った。 

・資源回収ボックス設置・エコバッグ◇推進店舗の情報を市ホームページ 

に掲載。 

生活系ごみ

有料化の検

討 

・ 生活系ごみ有料化の検討 

○ 
・ 県内他自治体での動向、効果の把握を行った。 

事業ごみ 

事業者への

意識啓発 

・ 

・ 

事業ごみの減量、再資源化についての意識啓発 

ごみ集積所への排出禁止の指導 

○ ・事業系ごみの搬入検査を実施。 

・ごみ集積所への事業ごみの排出に対して警告シールを貼付したほか、 

事業者に対して、事業系ごみとして自ら処理するように指導。 

ご み の 減

量・再資源

化事業の検

討 

・ 

・ 

エコショップ、エコオフィス◇などの認定制度の検討 

事業系一般廃棄物減量等計画書◇の対象事業所の拡大 

○ 
・事業系一般廃棄物減量等計画書の提出対象事業所の拡大を検討するた 

め、市内事業所の状況について調査。 

・事業者における資源回収ボックスの設置店舗、エコバッグの販売店、 

ポイント割引制度のある店舗の情報をホームページへ掲載。 

小規模事業

者に対する

適正排出の

推進 

・ 有料ごみ袋制度等の検討 

○ 
・委託収集業者からの情報を基に情報収集を行い、ごみ集積所への排出 

事業者が判明した場合は、適正なごみ排出について直接事業者へ指 

導を実施。 

生ごみ減量

化推進の検

討 

・ 事業系生ごみ減量化の検討 

○ 

・民間堆肥化施設における処理量の調査を実施。 

 調査結果（堆肥化量）○学校給食センター：24,161kg 

○朝霞市立保育園：8,518kg、○社会福祉協議会：885kg 

○本田研究所(朝霞市内)：68,732kg、○合計：135,860kg 

・事業所の生ごみの排出状況を調査。 

調査結果（排出状況） 

○学校給食センター：60,403kg、○朝霞市立保育園：21,294kg 

○社会福祉協議会：2,212kg、○本田研究所：171,831kg 

○合計：255,740kg 

・一般廃棄物許可業者と契約している事業所及びクリーンセンターへ 

直接搬入している事業所へ、リーフレットの配布、ホームページへの 

掲載。 

製造事業者

等の責任の

確立 

・ 国や関係機関への要望 

○ ・ＥＰＲ（生産者責任）法の制定について、各種リサイクル諸法の見直

しについて全都清を通じて国や関係機関などに要望を行った・。 

評価の凡例：○平成 29 年度の計画どおりに実施できた指標 

△平成 29 年度の計画の一部が実施できなかった指標 

×平成 29 年度の計画が実施できなかった指標 
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表 2-2-15：施策の実施状況の確認 

項 目 細 目 
施策の概要 

評価 
主な実施状況 

再資源化計画（リサイクル） 

生活系 

ごみ 

分別排出の

徹底 

・ 

・ 

ごみ集積所への適正排出の徹底 

リサイクル推進員による啓発指導 

○ 

・啓発用のパンフレット（資源とゴミの分け方・出し方）を発行。 

・ごみ集積所用分別看板を配布。配布枚数：55 枚 

・外国版（英語、中国語、韓国語、ポルトガル語）ごみ集積所用分別看 

板を配布。配布枚数：英語版 ５枚、中国語版 ３枚 

・ごみ集積所及び資源物持ち去り防止監視パトロール業務を実施。 

 実績：指摘集積所数 43 か所、分別指導数 43 か所 

 実施日数：14 日 

集団資源回

収活動の促

進 

・朝霞市地域リサイクル活動推進。 

△ ・集団資源回収活動が促進されるよう、市ホームページに記事を掲載 

したほか、店頭啓発活動で制度啓発チラシを配布。 

小型家電品

の再資源化 

・小型家電品からのレアメタルなどの資源物回収促進 

○ 

・クリーンセンターにおけるピックアップ回収のほか、拠点回収を実施。 

 拠点回収：市役所、リサイクルプラザ、朝霞台出張所 

 回収実績（合計） 

小型家電：回収量  29,120kg 

売払額     3,131 円 

学習機会の

提供 

・リサイクルプラザにおける学習会、講座、環境大学◇の開催 

・あさか学習おとどけ講座◇ 

・クリーンセンター見学会の開催 
○ 

・リサイクルプラザにおいて、環境大学や講座等を開催。 

 環境大学：計 4 回開催 参加者 142 人、講座等：参加者 569 人 

・クリーンセンター見学会を実施。 

紙類の資源

化推進 

・ペーパーリサイクル◇及び分別の周知 

○ ・ごみ処理・再資源化の状況をホームページへ掲載。 

・店頭啓発活動で、雑がみの啓発を実施。 

生ごみ再資

源化の推進 

・生ゴミリサイクル及び分別の周知。 
○ 

・生ごみ再資源化実施の情報収集を実施。 

再生品の利

用促進 

・再生品の購入・使用を周知、環境負荷のかからない商品の利用促進 
○ 

・リサイクル家具類の展示販売について、ホームページに掲載。 

評価の凡例：○平成 29 年度の計画どおりに実施できた指標 

△平成 29 年度の計画の一部が実施できなかった指標 

×平成 29 年度の計画が実施できなかった指標 
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表 2-2-16：施策の実施状況の確認 

項 目 細 目 
施策の概要 

評価 
主な実施状況 

再資源化計画（リサイクル） 

事業ごみ 

関係情報の

収集・提供 

・ 啓発用のパンフレットを作成し配布 

○ 

・10 月の環境月間事業で、市内の一般廃棄物許可業者と契約している事

業所及びクリーンセンターへ直接搬入している事業所へ、再資源化のリ

ーフレットを配布。 

・ホームページへ事業ごみ削減、再資源化の情報を掲載 

実地検査・

指導の実施 

・ 実地検査の実施及びごみ減量化、再資源化の指導 

○ 

・対象事業所から提出された事業系一般廃棄物減量等計画書の内容を確

認。提出事業所数：40 件。 

・計画書を提出の事業者の中からごみ排出量の多い１社を実地検査。 

 業者名：オリンピック朝霞台店 

・ごみ集積所に排出された事業ごみの排出者が特定できた場合に、直接事

業所へ行き指導を実施。 

紙類資源化

の推進 

・ 再資源化ルートの確立、周知 

○ 

・クリーンセンターへの事業系ごみの持ち込みの際に、可燃ごみと紙類の

分別を指導するとともに、古紙問屋への持込み案内を実施。 

・市内の一般廃棄物許可業者と契約している事業所及びクリーンセンター

へ直接搬入している事業所へ、紙類の再資源化にかかるリーフレットを

配布。 

・紙類の再資源化に関する情報収集を実施。 

生ごみ再資

源化の推進 

・生ごみ再資源化の啓発、促進 

○ 

・10 月の環境月間事業で、市内の一般廃棄物許可業者と契約している事

業所及びクリーンセンターへ直接搬入している事業所へ、生ごみ再資源

化のリーフレットを配布。 

・実地検査を行った、オリンピック朝霞台店において食品リサイクル法遵

守の確認を実施。 

評価の凡例：○平成 29 年度の計画どおりに実施できた指標 

△平成 29 年度の計画の一部が実施できなかった指標 

×平成 29 年度の計画が実施できなかった指標 
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表 2-2-17：施策の実施状況の確認 

項 目 細 目 
施策の概要 

評価 
主な実施状況 

収集・運搬計画 

ごみ集積

所の管理 

分別の徹底 

・ 分別の徹底に関する周知、啓発 

○ 

・ホームページ、広報あさかへ、プラスチック資源ごみ分別の啓発や異

物の混入状況について掲載 

・ごみの収集時に、不適切な分別のごみ袋に警告シールを貼付し、改善

を要求。収集員による貼付件数：21,274 件、職員パトロールによる

貼付件数：46 件 

・管理が不十分なごみ集積所の利用者に対して、ごみ分別パンフレット

等を配布し、管理の改善を要求。実施件数：4 件(43 世帯) 

・分別容器交換・新規交換数 びん：157 個、かん：191 個 

              ペットボトル：258 個、不燃：178 個 

・ごみ集積所及び資源物持ち去り防止監視パトロール業務を実施。 

安全管理の

徹底 

・ 劇薬物、感染性廃棄物◇、在宅医療廃棄物◇等の排出に関する情報提供 

○ 
・市ホームページ、広報あさかに、集積所排出のプラスチック資源ごみ

の中に危険物等（スプレー缶、注射針等）を混入させないように啓発

記事を掲載 

ごみ排出マ

ナーの向上 

・ 

・ 

マナー向上の推進 

ごみ集積所監視パトロールの実施 

○ 

・ごみ集積所用分別看板を配布。配布枚数：55 枚 

・不法投棄◇について警告シールを貼付の上、状況に応じて１週間様子を

見て、変化がなければ収集業者または、クリーンセンターで回収。 

 回収件数：75 件 

・不法投棄について関係機関と情報収集行い収集を実施。 

収集業務の向上 

・ 効率的な収集体制の検討 

○ ・収集業務委託を実施している、委託業者 2 社と委託 

調整会議を開催。 

事業ごみ排出の 

適正化 

・事業者に対する指導の強化、啓発 

○ 

・ごみ集積所への事業ごみの排出に対して警告シールを貼付したほか、

排出が判明した事業者に対して、事業系ごみとして自ら処理するよう

に指導。 

・ホームページへ、事業ごみの適正排出について掲載 

・事業ごみの出し方について、パンフレットを作成し、ホームページへ

の掲載やクリーンセンター窓口で配布。 

高齢者・障害のある方

への支援 

・市のホームページへ戸別訪問収集の記事の掲載、市内の介護事業者、

市役所（長寿はつらつ課、障害福祉課）へ制度の周知を行っており、

家庭ごみ訪問収集実施要綱に基づき、戸別訪問収集を実施。 

 実績：新規申請件数：28 世帯、平成 30 年 3 月末現在：103 世帯 

○ 

評価の凡例：○平成 29 年度の計画どおりに実施できた指標 

△平成 29 年度の計画の一部が実施できなかった指標 

×平成 29 年度の計画が実施できなかった指標 
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表 2-2-18：施策の実施状況の確認 

項 目 細 目 
施策の概要 

評価 
主な実施状況 

中間処理計画 

安全・適正な維持管

理 

・ 各処理施設の運転管理、清掃、点検、修理の実施、適正な維持管理 

○ 
・日常の点検整備のほか、定期補修工事の実施により、ごみ処理に支障の

ないよう、施設の維持管理を実施。 

 ２号炉補修工事 平成 29 年 11～12 月施工、１号炉補修工事 平成

30 年 1～2 月施工、共通系補修工事 平成 30 年 2 月施工 

計画的な整備計画 

・ 施設更新の実施経過、実施内容 

○ 

・ごみ焼却処理施設の更新に向けて各業務を実施。 

・概要 

整備計画等の策定期間（平成 27 年度～29 年） 

工事期間（平成 30 年度～33 年度） 

本稼動（平成 34 年 4 月） 

・実施業務 

施設整備基本計画策定業務（業務完了） 

 測量業務（業務完了） 

 生活環境影響調査業務（業務完了） 

 PFI 等事業方式選定調査業務（業務完了） 

 PFI 等事業者選定アドバイサリー業務（業務未完了） 

 平成 29 年 6 月 5 日 全員協議会にて新施設の建設延期を報告。 

平成 29 年 7 月 22 日 ごみ焼却処理施設建設事業の延期についての 

説明会を開催。 

・粗大ごみ処理施設の粗大ごみ破砕機投入フード整備及びコンプレッサ交

換等工事を実施。 

・プラスチック処理施設のプラスチック類選別ライン破除袋機等の消耗部

品の交換及びペットボトル結束機部品交換修繕を実施。 

新技術の情報収集 

・ 新たなごみ処理技術の情報収集 

○ ・ごみ処理に関する情報誌や処理施設の視察研修に参加。 

平成 29 年度 全都清関東地区協議会 施設見学会 

 視察先：武蔵野クリーンセンター 

広域処理の検討 

・ 広域処理の検討 

－ ・平成 26 年 3 月に、ごみ処理を本市単独で継続することの方針となった

ため、広域処理は未検討。 

評価の凡例：○平成 29 年度の計画どおりに実施できた指標 

△平成 29 年度の計画の一部が実施できなかった指標 

×平成 29 年度の計画が実施できなかった指標 
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表 2-2-19：施策の実施状況の確認 

項 目 細 目 
施策の概要 

評価 
主な実施状況 

最終処分計画 

最終処分場の確保 

・ 最終処分場の確保 

○ 

・ごみ処理ルートに関する情報をホームページへ掲載。 

・3 か所の最終処分場で、焼却灰等の埋立処分を実施。 

 埼玉県への処分実績 主  灰：199.90ｔ／不燃物：143.40ｔ 

残容量：110 万 6,598  (H30.1 末)  

群馬県への処分実績 固化灰：597.40ｔ 

残容量：201 万 0,107  (H30.3 末) 

山形県への処分実績 主  灰： 48.58t、固化灰：110.69ｔ 

残容量：24 万 (H30.3 末) 

最終処分場の延命化 

・ ごみの減量化、再資源化の推進 

○ 

・最終処分場での埋立処分を減らし、再資源化を推進。 

焼却灰をセメント原料へ再資源化。（主灰：446.63ｔ／飛灰：55.39ｔ） 

焼却灰を人工砂原料へ再資源化。（主灰：1,346.41ｔ） 

廃プラスチック残渣等を焼却し熱エネルギーを再資源化。 

（廃プラ：857.66ｔ）、（ビデオテープ：76.68t） 

（軟質プラ：788.18ｔ） 

焼却灰を再生砕石へ再資源化しました。 

 （焼却灰：590.88t）、（固化灰：199.88t） 

最終処分とリサイク

ル処理の現地調査・

確認 

・ 現地調査の実施 

○ ・最終処分場の現地視察を実施。 

最終処分場：3 か所（埼玉県、群馬県、山形県） 

自然環境への負荷の低

減 

・ 自然環境への負荷に関する情報提供 

○ ・市ホームページに、ごみ処理フローを掲載したほか、リサイクルプラザ

に廃棄物、焼却灰に混入していた不純物を展示し、ごみの処分、リサイ

クルの現状を市民へ周知。 

災害廃棄物処理計画 

被災時の処理体制の

確保 

・平成 29 年度災害廃棄物の発生量：15,760kg。 

・平成 29 年度に埼玉県主催で行われました図上訓練に参加。 

・平成３２年度中の策定を目指して災害廃棄物処理基本計画の策定を開始。 

○ 

支援体制の確保 

・埼玉県及び県内市町村等による「災害廃棄物等の処理に関する相互支援 

協定」に基づく、協力や支援の要請に至る災害はありませんでした。 

・平成３２年度中の策定を目指して災害廃棄物処理基本計画の策定を開始。 

○ 

評価の凡例：○平成 29 年度の計画どおりに実施できた指標 

△平成 29 年度の計画の一部が実施できなかった指標 

×平成 29 年度の計画が実施できなかった指標 
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第３章 課題の整理 

ごみ処理の現状を踏まえ、本市における課題を整理すると、以下のとおりです。 

 

１ 排出抑制 

ごみ排出量は減少傾向を示し、推計値を下回り、ごみ排出量原単位は、国、県及び類

似団体の平均値を下回っています。また、生活系ごみ量、生活系ごみ原単位、事業ごみ

量について、いずれも推計値を下回っており、これまでの取組の成果として一定の評価

ができると考えられます。市民アンケート調査結果からも、市民のごみ減量・リサイク

ルに対する関心は高く、日頃から様々な取組を行っていることがわかります。 

ただし、ごみ排出量は平成 26（2014）年度から平成 29（2017）年度の間は年平均 0.5％

減少（（38,196ｔ-37,620ｔ）/38,196ｔ×100÷3）となっており減少率が鈍化しています。

要因としては、事業系ごみの増加が一因と考えられます。（平成 29（2017）年度目標値

5,967ｔに対して実績値 6,804ｔ） 

今後は、これまでの取組の継続と推進を図るとともに、ごみ排出量原単位が本市を下

回る類似団体などにおける取組などを参考としながら、さらにごみを削減することが課

題となります。 

 

２ リサイクル 

集団資源回収量、集団回収率は、減少傾向を示し、資源物の収集量も減少傾向を示し

ています。そのため、集団資源回収量及びリサイクル率は、推計値を達成できていませ

ん。ただし、残渣類のリサイクルも含めた再生利用率は、国、県及び類似団体の平均値

を上回っており、これまでの取組の成果として一定の評価ができると考えられます。 

今後は、集団資源回収について、制度の情報提供と周知を徹底し、市民へ浸透させて

集団回収率の向上や資源物の分別収集の推進及び新たな取組の検討が課題となります。 

さらに、小型家電リサイクル法の施行に伴い、本市でも平成 25（2013）年 11 月より

小型家電製品のリサイクルを開始し、平成 27（2015）年度から拠点での回収も開始しま

した。今後も実績の検証と社会情勢を踏まえ、より効果的な取組方法の検討が課題とな

ります。 
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３ 収集・運搬 

燃やすごみの中には、紙・布類、プラスチック類が大量に含まれています。 

本市では、新聞、ダンボール、紙パック、雑誌・雑紙、布類、ペットボトル、プラス

チック資源を分別収集しリサイクルを推進しており、こうした資源物の分別徹底が課題

となります。また、収集・運搬に際しては、運搬車両の安全運行励行による事故防止や

効率的かつ効果的な収集・運搬を確保することが課題となります。 

さらに、今日の収集・運搬車両の技術革新などにより、省資源・省エネ及び温室効果

ガス◇の低減が図れ、市民への啓発も期待できる車両などが登場しており、これらの採

用も視野に入れ、収集・運搬体制の再検討が課題となります。 

 

４ 中間処理 

本市のごみ焼却処理施設は、平成６（1994）年 12 月に竣工し、老朽化が進行している

ことから、平成 22（2010）年度から５か年計画で延命化対策工事を平成 26（2014）年度

に完了しました。 

ごみ処理事業の効率化、合理化、未利用エネルギーの活用推進を図るため、次の施設

更新の際には、第２次埼玉県ごみ処理広域化計画による和光市との広域処理についての

検討、地球温暖化防止対策として温室効果ガスの排出抑制、大規模災害時の廃棄物処理

についての検討が課題となります。また、過去の市民アンケート調査結果において、施

設を建て替える際に重要と考える事項については、公害防止、余熱利用、耐震への配慮

が高い割合を占めており、これらについて十分配慮した施設整備の推進が課題となりま

す。 

 

５ 最終処分 

本市は最終処分場を有していないため、これまで焼却灰、ばいじん、不燃残渣の一部

を埼玉県や市外の民間の最終処分場で処分し、その他を人工砂原料化、セメント原料化、

ガス化する等して再資源化することにより、最終処分量の削減に努めてきました。 

そのため、最終処分量は、平成 26（2014）年度に対して平成 29（2017）年度は 384ｔ

減少しており、最終処分率は、類似団体の平均値を下回っています。 

市民に対して本市の最終処分の現状や取組に対する情報提供を行い、市民の協力の下、

今後もごみの排出抑制、リサイクルを積極的に推進することにより、さらに最終処分量

を削減することが課題となります。また、最終処分場における処分量には限りがあるこ

とから、最終処分を継続的に安定して行うために、最終処分場の確保が課題となります。 
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第４章 基本理念・基本方針等 

 １ 基本理念 

私たちは、便利で快適な生活を求めて高度に経済社会を発展させてきました。その結

果、天然資源の枯渇や地球温暖化など様々な地球環境の問題とともに、廃棄物の排出量

の増大と質的な多様化などの問題をもたらしました。こうした問題は、物質的な豊かさ

の追求に重きを置いてきた価値観やライフスタイルに要因の多くがあります。 

地球環境を健全な状態にして将来の世代に引き継ぐことにより人類が持続的に発展す

るためには、これまでの大量生産・大量消費・大量廃棄型の経済社会から、天然資源の

消費を抑制し、環境への負荷を低減した循環型社会に転換していく必要があります。 

それには、市民一人ひとりが、これまでの価値観やライフスタイルを見直すとともに、

市民・事業者・行政の３者が各々の役割と協働の基に、それぞれの立場で環境に配慮し

た具体的な行動を起こすことが最も重要です。 

本市は、平成 24（2012）年３月に「第２次朝霞市環境基本計画」を策定し、「水と緑

を育む 環境にやさしいまち 朝霞」を望ましい環境像として定め、本市の環境を構成

する要素である「地球環境」の環境目標として、「低炭素・循環型社会の構築」を掲げて

います。 

その上で、日常生活での省資源、省エネルギーなどの環境負荷の少ない社会システム

やライフスタイルを確立し、地球環境保全に貢献するまちづくりを目指しています。 

以上を踏まえて、本計画においては、「市民一人ひとりが自然に気を配り、環境に負担

をかけないまち 朝霞」を本市が目指す望ましい将来像とし、そのための基本理念を次の

とおりとします。 

 

 

 

 
市民・事業者・行政の３者の協働による低炭素・循環型社会の構築 

 

基本理念 
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２ 基本方針 

低炭素・循環型社会の構築を目指すための基本方針を次のとおり定め、これらの基本

方針に沿って取組を推進していくこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

循環型社会を構築するために、第一にごみの発生・排出をできる限り抑制（Ｒｅｄ

ｕｃｅ）し、第二にごみとして排出する前に再使用（Ｒｅｕｓｅ）を心がけ、第三に

ごみを排出する場合には原材料としてリサイクル（Ｒｅｃｙｃｌｅ）し、残ったごみ

は適正処理するとともに熱回収し、最後に適正処分する３Ｒが根づいた社会づくりを

推進します。 

市民・事業者・行政がそれぞれの役割を分担することを前提とした３者のパートナ

ーシップに基づく低炭素・循環型社会の形成を推進します。その役割分担としては、

市民は環境配慮型の生活様式を選択し、事業者は「排出者責任」、「拡大生産者責任◇」

の観点から製品が廃棄された後まで責任を持ち、行政は３者のパートナーシップに基

づいて協力関係を構築します。 

方針 2：市民･事業者･行政の役割分担に基づく低炭素・循環型社会の形成 

ごみの収集・運搬から中間処理・最終処分に至るまで、安心・安全で環境負荷の少

ない廃棄物処理システムづくりを推進します。ごみ処理費用をできるだけ低減するた

めに、収集・運搬から中間処理・最終処分に至るまで、経済性を考慮した効率的な事

業運営を推進します。 

 

方針 3：安心・安全で環境負荷の少ない廃棄物処理システムづくりの推進 

方針１：３Ｒが根づいた社会づくり 
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３ 市民、事業者、行政の役割 

市民、事業者、行政のそれぞれの役割は、次のとおりとします。［図 2-4-1］ 

 

 

図 2-4-1：市民、事業者、行政の役割 

 

 

 

 

 

 

市民・事業者・行政の 

協働による３Ｒの推進 

行政と事業者が連携 

市民と行政が連携 市民と事業者が連携 

事業者 行政 

低炭素・循環型社会の構築
を目指し、ごみの減量化・資
源化に重点を置いた取組を
推進します。 

また、ごみの適正処理を推
進するために、処理体制の充
実に努めます。 

○ごみが循環する仕組みづくり 

○適正処理・処分の推進 

商品の製造及び販売など
に伴う環境負荷を軽減する
ため、排出者責任に基づき、
資源の循環利用とごみの適
正処理を行い、地域社会に
おけるゼロエミッション◇

を目指します。 

○ごみの適正処理 

○排出責任の徹底 

市民 
○排出者としての自覚 

○ライフスタイルの見直し 

資源の消費に伴う環境負
荷を認識し、商品の選択、購
入、消費などの行動を通し
て、大量消費型から環境にや
さしいライフスタイルに切
り替えていきます。 


